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巨大地震発生サイクルシミュレーションの高度化 

平原和朗（京都大学大学院理学研究科） 

 

日本列島は 1995 年兵庫県南部地震以降、2011 年東北地方太平洋沖地震を経て、次期南

海トラフ巨大地震の発生へとつながる、大地動乱の時代にあると言える。こういった状

況で日本列島の変動予測は喫緊の課題と言える。プレート運動を原動力とし、岩石実験

から得られた速度状態依存の摩擦則に基づく、地震発生サイクルシミュレーションが行

われ、M7-8 および M9 クラスの個々の地震については理解が進んできたが、日本列島

規模の巨大地震の相互作用については未だ手つかずの状態である。また地震の大きさと

その発生頻度にはグーテンベルクーリヒター則と呼ばれるべき乗則がなりたっているが、

現在の地震サイクルシミュレーションは多様な大きさを含む地震発生の相互作用を組み

込めていない。これらの問題の解決に向けて、１）小さな地震と大きな地震を含む階層

マルチスケールアスペリティモデルによる、地震発生サイルシミュレーション、２）列

島規模での海溝型地震サイクルシミュレーションの研究に着手した。また、３）摩擦パ

ラメータの推定や次期巨大地震発生予測に向けて地殻活動予測システムの構築にも取り

組んでいる。これらの問題は超大規模計算となり、計算科学的な視点では、H-matrices

法を用いてのハイブリッド並列計算による省メモリ化・高速化が鍵となる。 

 

 

1. 研究の目的と意義 

 東北日本では東から太平洋プレートが日本海溝

沿いに、西南日本では南からフィリピン海プレー

トが南海トラフ沿いに沈み込み、およそ数十年〜

百年間隔でマグニチュード（M）7〜8のプレート間

大地震が発生している。1995 年兵庫県南部地震の

発生以降、日本列島の地殻活動は大きく変化して

いる。こういった状況で、2011 年 3月 11日に東北

地方太平沖地震が発生した。この地震はモーメン

トマグニチュード（Mw）9.0の超巨大地震で、500km 

x 200km の広い領域を破壊し、海溝近くに 50mを超

えるすべりおよび巨大な津波を発生させ、未曾有

の大災害をもたらした（図 1）。津波堆積物の分析

からこういった超巨大地震の再来間隔は数百年と

見積もられている。この超巨大地震は日本列島全

域に大きな応力擾乱を与え、2004 年スマトラ沖地

震(M9.1)に見られるように、今後 10年程度は震源

域周辺のみならず、日本列島全域で地震活動が活

発化することが考えられる。また、西南日本の南

海トラフ（図 1）では今世紀前半に巨大地震の発生

が危惧されているが、東北地方太平洋沖地震の発

生を受けてその規模・被害予測について見直しが

行われている。 

 このように、日本列島は 1995 年兵庫県南部地震 

 

図 1 太平洋プレートとフィリピン海プレート上

面の等深線と 2011年東北地方太平洋沖地震・南海

トラフ巨大地震震源域  

Hirose（http://www.mri-jma.go.jp/Dep/sv/ 

2ken/fhirose/index.html)を改変 

 

以降、2011 年東北地方太平洋沖地震を経て、次期

南海トラフ巨大地震の発生へとつながる、大地動
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乱の時代にあると言える。 

 こういった状況の中、岩石実験から導かれた摩 

擦構成則に基づき、プレート運動を原動力とした、

プレート間巨大地震発生サイクルシミュレーショ

ンが行われ、東北地方太平洋沖地震発生機構の解

明や南海トラフ巨大地震の発生予測を目指して研

究が進められている。現状は、過去の履歴を再現

する摩擦パラメータの推定を試行錯誤的に探索し

ている段階であり、次のステップとして、大気海

洋分野で開発されたデータ同化手法の導入による

地震発生予測システムの構築を考える段階にある

と言える。 

 また、特に西南日本の震源域深部で最近観測さ

れている様々なスロースリップの活動は、巨大地

震発生前に前兆的変動を示す可能性が指摘されて

おり、巨大地震発生サイクル中での種々のスロー

スリップ活動変化を含む大規模マルチスケール地

震サイクルシミュレーションを行う必要がある。 

 更に、前述したように 2011年東北地方太平洋沖

地震の発生は日本列島全域に大きな応力擾乱をも

たらし、列島全域の地震活動に大きな影響を与え

ている。現状では、例えば東北地方太平洋沖震源

域と南海トラフ震源域を別個にモデル化してきた

が、太平洋プレート及びフィリピン海プレートが

沈み込む日本列島全域に及ぶプレート境界をモデ

ルに含めた地震発生サイクルシミュレーンモデル

の構築も視野に入れる必要がある。日本列島モデ

ルを考える時に日本海溝沿いに沈む込む太平洋プ

レートと南海トラフ沿いに沈み込むフィリピン海

プレートを考える必要があるが、日本海溝では水

深 7km、南海トラフでは水深 4kmといった水深の違

いのため、現状の半無限弾性体でのすべり応答関

数を用いたシミュレーションでは問題が生じる。

任意の地表面形状を持つ均質弾性媒質での計算法

を開発する必要がある。 

 また、色々なマグニチュード（M）の地震が発生

しており、地震のマグニチュードが Mと M+dMの間

にある発生個数 n(M)dMは、log n(M)=a-bMという、

地震の規模別頻分布を表すグーテンベルグーリヒ

ター（GR）則に従って発生している。b値の値はお

よそ 1 に近く、M が１増えると発生頻度はおよそ

1/10になる。東北地方太平洋沖地震発生前に GR則

の b 値が変化したとの報告もあり、M7 クラス以上

の地震のみならず小さな地震発生も考慮に入れる

必要がある。こういった研究は膨大な計算時間を

要するため、まだあまり行われていないが、様々

な大きさのアスペリティを持つ階層マルチスケー

ルアスペリティモデルによる地震発生シミュレー

ションを行う必要がある。 

 こういったデータ同化や超大規模マルチスケー

ル地震発生サイクルシミュレーションには多大な

計算メモリおよび長大な計算時間を要し、計算機

科学的な側面としては、より省メモリ化・高速化

が鍵となる。 

 更に現状は均質弾性媒質を用いているが、沈み

込むプレートの影響により日本列島下には大きな

不均質構造が存在する。これらの影響も考慮する

必要がある。また、長距離相互作用を考える上で

は弾性応答のみならず粘弾性応答も考慮する必要

がある。 

 

2. 当拠点公募型共同研究として実施した意義 

(1) 共同研究を実施した拠点名および役割分担 

 本研究は、京都大学理学研究科・海洋開発研究

機構・東京大学地震研究所・東京大学情報基盤セ

ンター・京都大学学術情報メディアセンターから

なる、超大規数値計算系応用分野における、学際

大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点公募型共

同研究である。 

 

(2) 共同研究分野 

 超大規模数値計算系応用分野 

 

(3) 当公募型共同研究ならではという事項など 

 これまで、マックスプランク研究所で開発され

た H-matrices法ルーチンコードH-Libを用いて高

速化を図ってきたが、分散並列処理のサポートが

不十分である等の問題があった。そこで、研究代

表者も参画している JST CREST プロジェクトにお

いて京都大学が独自に開発している H-matrices
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法の分散並列コードを導入し、均質半無限弾性体

中での地震発生サイクルシミュレーションを更な

る大規模マルチスケール地震サイクルシミュレー

ションへと進化させることが可能になる。 

 

3. 研究成果の詳細と当初計画の達成状況 

(1) 研究成果の詳細について 

 これまでの報告にも述べたが、以下に示すように、

岩石実験から得られたすべり速度と状態に依存す

る摩擦構成則に基づき、プレート運動を駆動力と

する地震発生サイクルシミュレーションを行なっ

た。 

半無限均質弾性体を仮定し、その中にプレート

境界を設定する。プレート境界を N 個の小さなセ

ル（小断層）に離散化すると、各セル i での準静

的運動方程式は次のように書ける。 

 ,( ) ( ( ) ) ( ) (1)
2

i ij j pl j i

j

G
t K u t V t V t


     

ここで、 ,( ), ( ), ( ), , , ,i i j pl j ijt V t u t V K G   は、そ

れぞれ、セル i でのせん断応力、すべり速度、セ

ルｊでのすべり、プレート収束速度、セル j での

単位すべりによるセル i での応力変化（すべり応

答関数）、剛性率、S波速度である。これと、速度

と状態に依存する摩擦則のうち、composite law 

(Kato and Tullis,2006) 

  * * *( ) ( ) ln / ( ) / (2)i i i i i it t a V V t V V       
 

, , ,

*

( ) ( ) ( )
exp ( )

( )

i pl i pl i pl ii i i
i i

i i i i

bV V Vd t t V t
t b

dt L L L V t V

     
        

    

                   (3) 

を連立させて各プレート境界セルにおけるすべり

の発展をシミュレートする。実際には、式(1)と(2）

を時間で微分し連立させ、速度の時間微分を得て、

これを式(3)と連立させて、時間刻み幅可変の 5次

精度 Runge-Kutta 法により積分している。式(2)

のように摩擦がすべり速度 ( )iV t と状態変数

( )i t  （その時間発展は式(3)に従う）との関数

となっている。 i は法線応力で、式(2)の右辺第 2

項は摩擦係数となっている。速度と状態に依存す

る摩擦構成則と言われる所以である。また、ここ

で、  ia および ib (または i i iA a および

i i iB b )は、各セル i に与える摩擦特性をコン

トロールするパラメータで、２つのパラメータの

差（ i ia b または i iA B ）が正（負）だと速度強

化（速度弱化）を示し、すべり速度が増すと摩擦

が増える（減少する）。また、 iL は特徴的すべり距

離と呼ばれ、大きいほど破壊エネルギーが大きく

破壊しにくくなる性質を持っている。これらの摩

擦パラメータをプレート境界上に分布させ複雑な

地震発生サイクルを再現する。 

 プレート境界を小さなセルに分割すると書いた

が、この分割の影響が地震サイクル計算結果に影

響を及ぼさないようにするには、分割サイズ hを、 

  h  h*   cGmin. L / b ai i i i        (4) 

にとる必要がある(Rice,1993)（ここで、cは分割

するセルの形に依存する定数）。通常用いられてい

るパラメータ範囲では、セルサイズは 1km 以下と

なる。 

式(2)と(3)から分かるように、問題の非線形性

による繰り返し計算の必要性に加えて、分割セル

サイズの要請から来る、セル数の多さにより、地

震発生サイクルシミュレーションは、多大な計算

時間とメモリを要する。式(1)に見られる、すべり

応答関数とすべりの行列・ベクトル積 

 ,( ( ) ) (5)ij j pl j

j

K u t V t  

の部分（またはその時間微分したもの）の省メモ

リ化・高速化を開発中である。分割したセルの数

を N とすると、これには、 ( )O N N のメモリお

よび演算回数を要する。この行列・ベクトル積の

演算に H-matrices 法（Börm et al., 2009）を用

いて、 ( ) ( log )O N O N N となる省メモリ・高速

化を開発した(平原・他,2011; Ohtani et al., 

2011)。 

 

3.1 色々なサイズの地震を含む階層アスペリティ

モデルによる地震サイクルシミュレーション 

 これまでは M7-8 や M9 といったサイズの地震サ
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イクルを扱ってきたが、実際には GR則に従う様々

な大きさの地震が発生している。アスペリティが

ひとつの場合、地震間では時間刻みは数箇月と大

きいがすべり速度が大きくなる地震前から地震時

において時間刻みは数千分の１秒のオーダーと変

化する。サイズの異なるアスペリティを多く分さ

せると、小さな地震の発生頻度は冪乗で増し、絶

えず地震が発生している状態になり、時間ステッ

プ数が膨大になり、計算時間が飛躍的に増す。こ

れまでこういったシミュレーションがあまり試み

られなかった理由はここにある。なお、この計算

には式(2)(3)と異なる発展則 aging-law を用いて

いる。 

モデルは、均質全無限弾性体中の 45x45km のサ

イズを持つ断層面を 0.1x0.1km のサイズを持つ

405,000個のセルに分割したもので、Vpl=5cm/year

のローディング速度を与える。A-B>0 の速度強化

摩擦特性をバックグランド域に与え、その中に以

下の半径および特徴的すべり量をもつ大、中、小

の A-B<0のアスペリティを置く。 

310 / , / 3, / 3r r r r r  小大 中 大 中   

0.0144 , 0.00481 , 0.00160L m L m L m  小大 中

この設定で、各アスペリティでの臨界半径 cr と各

半径 r の関係は / 3cr r となっており、通常の地

震を発生しうるアスペリティになっている。 

 様々な分布を試しているが、その中の数例を示

す。A-Bは大アスペリティ内で一定で-0.2MPa、外

側の速度強化域で+0.2Mpa に設定してある。特徴

的すべり量 L を変化させており、図 2 に log10(L)

分布（frac15,16,18,19）を示す。大きな Lを持つ

速度強化域で囲まれた円形の大アスペリティ内部

に中・小アスペリティを配置している。アスペリ

ティの個数は、frac15 では大 1、中１、小 9 個、

frac16 では大 1、中 0、小 9個、frac18では大 1、

中 3、小 27、frac19 では大 1、中 0、小 27 個と、

中があるスケールギャップが無い場合と有る場合

を含んでいる。図 3 に発生した地震のマグニチュ

ード Mwの時系列を示す。図 3 における色を示す、 

 

図 2 階層アスペリティモデルにおける log10(L)

分布 （Ohtani et al., 2013) 

 

 

 

 

図 3 図 2 の各モデルによる地震サイクルシミュ

レーションでの Mwの発生時系列 (Ohtani et al., 

2013) 

 

arg/ l er r の r は大パッチの中心から地震時にすべ
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ったところまでの距離を表す。 

 現状は色々な階層アスペリティモデルでの地震 

サイクルシミュレーションを行なっている段階で、

まだ系統的に結果を整理できているわけではない。

結果を羅列している段階であるが、大地震発生後

サイクルの 1/3 期間の間は地震が少ないが、だん

だんと地震が発生し、地震前の 1/3 サイクル期間

で地震が多くなる傾向があるようである。また大

地震の再来間隔にもゆらぎが見られる。いずれに

しても、これらを系統的にかつ詳細に検討する必

要があろう。 

 

3.2 海底地形を考慮した地震サイクルシミュレー

ション 

 図 1の太平洋プレート境界で発生した2011年東

北地方太平洋沖地震とフィリピン海プレート境界

で発生する次期南海トラフ巨大地震の相互察用を

考慮した列島規模の海溝型巨大地震サイクルシミ

ュレーションでは、20万程度のセル数の東北地方

太平洋沖地震サイクルシミュレーション（Ohtani 

et al.,2014)に対し、100 万のオーダーのセル数

を要する大規模計算になる（平原・他,2013）。 

 これまでの地震サイクルシミュレーションでは、

半無限弾性体を仮定して解析的に解が得られてい

るすべり応答関数を用いていた。2011年東北地方

太平洋沖地震はその破壊が日本海溝に達し、50m

を超える地震時すべりが発生した。日本海溝の水

深は 7km に達する。また同様に南海トラフ地震も

海溝近くまで破壊が達し大きなすべりを生じる可

能性がある。南海トラフの水深は 4km である。こ

のように海溝近傍ですべりが地表に達することを

考えると海溝の深さに半無限弾性体の地表面を設

定することになるが、水深の異なる日本海溝と南

海トラフを同時に考えると、これまでの半無限弾

性体の考えではうまくいかない。 

 そこで、任意の地表形状や海底地形を考慮でき

るすべり応答関数の計算法を開発する必要がある。

ところが、任意の形状に対応する解析的なすべり

応答関数は存在していない。Hok and Fukuyama 

(2011)は、全無限弾性体中に断層面とその面に働 

 

図 4 平坦な地表での逆断層セルによるすべり応

答関数計算における、地表セルと地表セル領域 

(Ohnati et al.,2013) 

 

 

図 5 日本海溝近傍での 2011年東北地方太平洋沖

地震震源域付近での実際の海底地形とプレート境

界の 2.5 次元モデル (Ohtani and Hirahara, 

2013) 

 

く応力がゼロである自由表面（地表面）を想定し、

自由表面となるように地表面での新たなすべりを

求め、それによる断層面での付加的応力変化を加

え、全無限弾性体でのすべり応答関数の解析解を

用いて、動的破壊伝播問題を解くことに成功した。

彼らは、半無限弾性体での動的すべり応答関数の

解析的表現を実際の計算で精度よく計算するには

大変だったために導入した手法で、地表面は平坦

なものしか扱っていないが、任意の形状で計算可

能である。Ohtani and Hirahara(2013)は、この手

法を用いて任意形状の地表面を持つ半無限弾性媒

質中での準動的地震サイクル計算法を開発した。 

 図 4 のように、均質無限媒質中にある深さに単

位面積(図では 1x1km）を持つ逆断層面セル（図で

は傾斜角 15°）を、さらに仮想的に自由地表面領

域(サイズ：tsizef)を導入し、サイズ csizefのセ

ルに分割する。断層セル jに単位すべり ujを与え
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ると地表面セル mにすべり um
sが生じ、全無限媒媒

質中でのすべり応答関数 Kinf を使って、地表面セ

ル kでの応力τkを表し、自由境界であるため、ゼ

ロとおくと、 

inf inf

1
0

Ns s

k kj j km mm
K K


  τ u u    (6) 

から 

 
1

inf infs

m km kj jK K


    u u        (7) 

となり、 

 

1

1

( )

New

i ij j

Ns
New inf inf inf inf

ij ij im km kj

m

K

K K K K K



 



 




τ u

(8) 

と書ける。このように、全無限均質弾性体でのす

べり応答関数 Kij
inf を用いて地表面の影響の入っ

たすべり応答関数 Kij
Newを得る。図では地表面は平

坦にとっているが、任意形状を扱うことができる。

地表面セル領域を大きく、また地表面セルサイズ

を小さく取ると精度は増していくが、計算量が増

加する。Ohtani and Hirahara(2013)は、断層セル

の深さおよび傾斜角、サイズを色々変え、解析解

のある平坦な地表面の場合と比較しながら、でき

るだけ地表面セル領域サイズ tsizesを抑え、セル

サイズ csizesを大きくとり、計算精度を保ちかつ

計算効率をあげる基準を提出している。式(1)のす

べり応答関数にこの式(8)を用いれば、H-matrices

法による省メモリ化・高速化が可能で、地震サイ

クルシミュレーションのメモリ量や計算負荷は半

無限媒質によるものと全く同じである。 

 図 5は、日本海溝近傍での 2011 年東北地方太平

洋沖地震震源域における、実際の海底地形形状と

プレート境界の 2.5 次元モデルを示す。日本海溝

は深さ 7km に達する。震源の深さを変えアスペリ

ティを設定して、海底地形の効果を調べたところ、

海溝深さ位置を地表にとった平坦半無限媒質モデ

ルと比べると、浅い震源ではすべり応答関数の値

が小さくなり、地震の再来間隔が短くなることが

分かった。このように、平坦な地表を持つ半無限

弾性体を仮定して得られた、2011年東北地方太平

洋沖地震の摩擦モデルは、海底地形を考慮すると、

小さな応力降下と短い再来間隔を与える可能性が

ある。 

 

3.3 アジョイント法による摩擦パラメータ推定 

 現状では、巨大地震の過去の発生履歴を再現す

るために試行錯誤的に摩擦パラメータ分布を推定

しているが、今後の方向性として、大気海洋で用

いられているデータ同化手法を導入して、シミュ

レーションパラメータの初期値推定も含めて、摩

擦パラメータの分布の推定を行い、地震発生予測

を目指すことが考えられる。  

 大気海洋分野で開発されたデータ同化手法の一

手法であるアジョイント法（４次元変分法）を用

いて、地震後のゆっくりした変動である余効変動

データからプレート境界における摩擦パラメータ

分布を推定する手法の開発を行い、2003年十勝沖

地震の余効変動実データを例として、プレート境

界における余効すべり域の摩擦パラメータ分布の

推定を試みた（加納・他,2013）。 

 まず摩擦パラメータの推定可能性を検討するた

めに、単純な系を用いた数値実験を行なった。す

べり速度と状態に依存する摩擦則と、状態変数の

発展則として、スローネス則（Dieterich, 1979）

を用いて、モデル変数（すべり速度 V および状態

変数θ）の初期値や地震発生域の摩擦パラメータ

は既知とし、余効すべり域の摩擦パラメータ(a, a

－b, L)のみを推定した。まず、断層面上のすべり

速度を観測データとした場合、観測データが余効

すべりの加速過程の情報を含めば、全ての摩擦パ

ラメータが真値から±10%の範囲内で求まること

が示された。また、地表面における変位を観測デ

ータとして同様の実験を行なった場合も結果はほ

ぼ同様で、実際の GPS データを用いた摩擦パラメ

ータが推定可能であることが示された（Kano et 

al., 2013）。 

 次に、開発した手法を 2003年十勝沖地震後の余

効すべりに適用した。観測データとして国土地理

院により公表されている GPS 解析結果を用いた。
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震源域の摩擦パラメータは、シミュレーションに

おいて現実的な地震サイクルが得られる値に固定

し、すべり速度の初期値は複数の地震サイクルを

経て発生した地震直後の値に固定し、初期時刻で

は定常状態にあるとした。断層面の摩擦パラメー

タの空間分布を６通り仮定し、これらに対して実

際の GPS データを同化した。得られた赤池情報量

規準（AIC）の値から最適なモデルを選択し、余効

すべり域の摩擦パラメータ分布を推定した。 

 その結果、本震震源域の東と西とで摩擦特性が

有意に異なることや、余効すべり域の摩擦特性が

有意に速度強化を示すことが示唆された。また、a

－b の値は 10-3 程度で先行研究の結果と整合的で

あり、さらに、新たに L や a の値の推定にも成功

した。地震サイクルシミュレーションとデータ同

化手法を組み合わせたエポックメイキングな研究

と言えるが、求まった解は初期条件に依存するこ

とが判明し、初期条件も推定する必要がある。こ

の場合、状態変数θの初期条件の推定に問題が残

る(Kano, 2014)。 

 

3.4 地殻活動推移予測システム構築に向けて 

 南海トラフ巨大地震の発生予測に向けて、紀伊

半島沖と四国沖に海底ケーブルを用いた、地震津

波観測網（DONET１＆２）が海洋研究開発機構によ

り設置されつつあり、陸の GPS（GEONET）観測網

に加え海域のデータが使用できるようになりつつ

ある。こういった今後得られると期待されるリア

ルタイム地殻変動を，その後の推移予測に向け活

用するため，地震発生の数値シミュレーションと

地殻変動観測データとを融合した、データ同化手

法による地殻活動の推移予測システムを南海トラ

フで構築しつつある（兵藤・他,2013）。 

 このシステムでは、平時の地殻変動に震源近傍

のみならず西南日本広域で整合し、かつ、さまざ

まな地震発生挙動を示すシナリオ群（一例、図 6）

を多数蓄積した上で，DONET 観測に期待される震

源近傍での前駆すべりの検出と、その後の推移予

測に備える必要がある．このため、現段階で既に

有するシナリオ群に対し、まずは、1990 年代後半

 

図６ 地殻変動データを説明する南海トラフ巨大

地震震源域における摩擦パラメータ分布の一例

（兵藤・他,2013） プレート収束速度分布(a)、

摩擦パラメータ L(b)、A-B(C)分布。 

 

 

図７ ある地震サイクルシナリオ群での串本にお

ける上下変動時系列（赤線）に対する観測データ

（黒丸）との残差が最も小さくなる地震サイクル

中の時期、およびその時期でのプレート境界にお

けるすべり速度分布の対比。(a)高尤度シナリオ群、

(b)低尤度シナリオ群の場合。赤線の急激な立ち上

がりは地震発生に対応する。（兵藤・他,2013） 

 

の観測開始以来、20 年近くにわたり日本列島規模

でデータを蓄積してきている、GEONET観測網のデ
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ータとの整合性を評価する．次に GEONETデータと

整合性が高いシナリオを再現する摩擦パラメータ

A, B, L の分布をピックアップし，それらに対し

ばらつきを加えることにより，地殻変動に整合し，

かつ，さまざまな地震時挙動を示すシナリオ群を

多数蓄積しようとしている（一例、図７）。 

 こういったシナリオ群の蓄積に際して，京コ 

ンピュータなどの大規模並列計算機を使用すれば、

計算機全体に多数の初期値，摩擦パラメータ分布

に対するシナリオ計算を割り当てることにより、

同時に複数のシナリオを計算することができる。

実際、南海トラフ域のプレート境界面（駿河湾～

九州沖までの，東西約 1,000 km×南北 300 km の

範囲に含まれる深さ 0～40 km の部分）を約 1 km2

に離散化し，M8 以上の巨大地震を対象としたシナ

リオ計算を実施する場合、京コンピュータを24 時

間程度専有すれば数百～千程度の初期値，摩擦パ

ラメータに対するシナリオ計算の実行が可能とな

っている。こうして蓄積したシナリオ群は、シミ

ュレーションデータベースとして、地殻変動デー

タに前駆すべりの発生に対応するような異常が検

出された際に、逐次データ同化（SIS：Sequential 

Importance Sampling）による推移予測に利用され

ることになる。 

 

3.5 不均質弾性・粘弾性モデル 

 まず、Ichimura et al.(2013)では不規則成層弾

性構造モデル用の有限要素モデルの高速作成およ

び解析コードを開発した（図８）。このコードを用

いて、最近の観測データを反映した高詳細な地殻

モデルを用いた沈み込み帯の応力・強度分布の推

定とそれにもとづく地震発生予測を行うための、

粘弾性を考慮可能な高詳細な日本列島広域構造モ

デルの一次モデルを開発した。構造探査結果を随

時取り入れて三次元不均質構造モデルの改良を図

ることができる仕様としている。なお、日本列島

広域構造モデルを構築するための基礎検討として、

西南日本・東北日本における高詳細な地殻モデル

を用いた地殻変動解析を行い、その有効性及び列

島モデル構築の上で留意点を確認した上で、上記

 

図８ 有限要素モデル作成の概念図（Ichimura et 

al., 2013） 

 

図９ 構築された日本列島広域一次モデルを用い

て生成した３次元有限要素モデル。左図は g 鳥瞰

図、右図は各層の形状。（縣・他,2013） 

 

のモデル開発を行っている。 

 このようなモデルとして日本列島全域を含む、

東西 1700 km、南北 2600 km、鉛直 400 km の領域

に対し高詳細モデルを生成している。地表面形状

のモデルとしては日本水路協会発刊の日本近海30 

秒（900 m）グリッド分解能の水深データ「JTOPO30，

2003」を用い、プレート間境界の形状には CAMP 

スタンダードモデル「C. Hashimoto et al., 2004」

を用いた。更に、粘弾性層はユーラシアプレート

及び北アメリカプレートの深さ 30 km から 60 km 

部分に設定し、他の領域は全て弾性層としている。 

 狭い領域を対象とする場合、地球の曲率の影響

は小さいが、今回のような大領域でモデルを構築

する場合には、曲率の影響は大きくなる。元のデ

ータは球殻座標系により定義されているため、こ

れをそのまま直接直交座標系に変換し、モデル生

成のための標高データとした。すなわち、直交座

標系で、地表面が曲がったモデルが生成されるこ

ととなる。図９に生成された高詳細な日本列島広

域構造一次モデルを用いて生成した三次元有限要
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素モデルを示す。地震時地殻変動だけでなく、地

震後の余効地殻変動を解析するために構築したモ

デルである。 

 

3.6 H-matrices法のハイブリッド並列高速化 

 以前報告したように、MPI を用いた H-matrices

法では 100 コアを超えるあたりから並列化性能が

劣化する。そこで、研究代表者も参画している JST 

CREST プロジェクトにおいて京都大学が独自に開

発している H-matrices 法の OpenMP と MPI を用い

たハイブリッド分散並列コードを導入し、均質半

無限弾性体中での地震発生サイクルシミュレーシ

ョンを更なる大規模マルチスケールシミュレーシ

ョンへとバージョンアップする準備をしている。 

 現状では、まずは H-matrix 計算の部分の並列化

が行われたバージョンで、大規模問題が扱えるよ

うにはなっているが、地震サイクル計算の部分の

ハイブリッド計算コードの開発段階である。 

 

(2) 当初計画の達成状況について 

 これまで手を付けられていなかった、マルチス

ケール地震サイクルに着手し、複雑な地震発生を

扱える状態になった。今後はシミュレーション事

例を増やしていける段階に入ったと言える。 

 当初計画では、早い時期に地震サイクル計算の

ハイブリッド並列化を行う予定だったが、この部

分のチューニングが遅れており、全日本といった

ような大規模計算ができなかったことが反省点と

して挙げられる。その代わり、列島規模地震サイ

クルシミュレーションでネックとなっていた、日

本海溝と南海トラフの深さの問題を解決すべく、

海底地形を考慮した地震サイクルシミュレーショ

ンコードの開発に成功した。計算負荷は従来の平

面半無限媒質中のものより大きくなるが、平面境

界を持つ半無限均質弾性媒質の場合での計算と同

様に H-matrices法が適用可能で、今後の 106セル

以上の離散化セルを持つ列島規模地震サイクル計

算への道筋はついたと言える。 

 また、摩擦パラメータ推定および地殻活動の推

移予測へのデータ同化手法の適用については、今

まさに研究の端緒についたばかりである。 

 余効変動やゆっくりすべり域での実データに基

づく、摩擦パラメータを行う準備が整いつつある

と言える。 

 粘弾性不均質構造について、列島規模の大規模

有限要素モデルが現実のもととなりつつあると評

価できる。 

 

4. 今後の展望 

 上記みてきたように、小さな地震まで含めた階

層型マルチスケールアスペリティモデルによる地

震発生サイクルシミュレーションを開始したばか

りである。絶えず地震が発生し、時間を刻み非常

に計算時間がかかっている。現在は時間可変の時

間刻みを決めるのに、Numerical Recipes に記載

されているアルゴリズムを用いているため、余計

な計算をしていることになる。少し試みてはいる

が、例えば、すべり速度に応じて一義的に時間刻

みを決めるとか、時間刻みを効率よく決定する必

要がある。また色々なモデルに対する結果が得ら

れているが、これらの系統的かつ詳細な検討方法

を考える必要がある。 

 列島規模の地震サイクルシミュレーションを考

える上で問題となる、海溝の深さの相違の問題を

解決する手法を開発した。ただ実際の日本列島規

模に適用すると、半無限弾性体でさえ大変な計算

が各すべり応答関数の計算で更に負荷がかかる計

算になり更なる工夫が必要となろう。 

 これらの大規模マルチスケール地震サイクルシ

ミュレーションやデータ同化実現の鍵は、

H-matrices 法のハイブリッド並列化にあるが、こ

れは別計画で開発されたハイブリッドH-matrices

法を地震サイクル計算に早急に導入して稼働させ

る必要がある。 

 更に将来的には、粘弾性や不均質粘弾性構造を

視野にいれるべく効率的な有限要素法モデルおよ

びコード開発も並行して進める必要がある。 
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